
 47 

 

(5) 措法 41の 4 の 2関係 

 ① 複数の組合契約を締結する者等の組合事業に係る不動産所得の計算 

問 14 個人が複数の任意組合契約等を締結している場合、措法第 41 条の 4 の 2 に規定する

「特定組合員」に該当するかどうかの判定及び組合事業に係る不動産所得の金額の計算

は、当該組合契約に係る組合事業ごとに行うことになるのか。 

答 

措法第 41 条の 4の 2第 2項第 2号おいて、「組合事業」とは「各組合契約
．．．．．

に基づいて営ま

れる事業をいう」と規定されている。 

このことから、個人が複数の組合契約に係る不動産所得を生ずべき業務を営む場合又は不

動産所得を生ずべき業務のうち組合事業に係る不動産所得を生ずべき業務と組合事業以外

に係る不動産所得を生ずべき業務を営む場合には、特定組合員に該当するかどうかの判定及

び組合事業に係る不動産所得の金額の計算は、各組合契約に係る組合事業による不動産所得

を生ずる業務ごとに行うこととなる(措通 41 の 4 の 2－1)。 

 

【参考法令等】 

措法 41 の 4の 2②二、措通 41 の 4 の 2－1 
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 ② 重要な財産の処分若しくは譲受けの判定 

問 15 任意組合契約等の組合事業に係る「財産の処分若しくは譲受け」が措法第 41 条の 4

の 2 第 1 項(措令 26 の 6 の 2②)に規定する「重要な財産の処分若しくは譲受け」に該

当するか否かは、どのように判断するのか。 

答 

任意組合契約等の組合事業に係る「財産の処分若しくは譲受け」が措法第 41 条の 4 の 2

第 1項(措令 26 の 6の 2②)に規定する「重要な財産の処分若しくは譲受け」に該当するか否

かは、当該財産の価額やその種別だけではなく、当該財産が当該組合の総資産に占める割合

や当該財産の保有目的といった個々の組合の事情等によって異なってくるものである。 

したがって、「重要な財産の処分若しくは譲受け」に該当するか否かを判断するに当たり、

一律の基準を設けることは適当ではなく、その判断は、当該財産の価額、当該財産が組合事

業に係る財産に占める割合、当該財産の保有又は譲受けの目的、処分又は譲受けの行為の態

様及びその組合事業における従来の取扱いの状況等を総合的に勘案して行うことになる（措

通 41 の 4 の 2－2）。 

  

（参考） 最高裁平成 6年 1月 20 日第一小法廷判決 

「商法二六〇条二項一号にいう重要な財産の処分に該当するかどうかは、当該財産の価額、

その会社の総資産に占める割合、当該財産の保有目的、処分行為の態様及び会社における従

来の取扱い等の事情を総合的に考慮して判断すべきものと解するのが相当である。」 

 

【参考法令等】 

措法 41 の 4の 2①、措令 26の 6 の 2②、措通 41 の 4 の 2－2 

 

 



 49 

   ③ 多額な借財の判定 

問 16 任意組合契約等の組合事業に係る「借財」が措法第 41 条の 4の 2第 1項（措令 26の

6 の 2②）に規定する「多額の借財」に該当するか否かは、どのように判断するのか。 

答 

任意組合契約等の組合事業に係る「借財」が措法第 41 条の 4の 2第 1項(措令 26の 6 の 2

②)に規定する「多額の借財」に該当するか否かは、当該借財の額だけではなく、当該借財

が当該組合の総資産及び経常利益等に占める割合や、その借財の目的といった個々の組合の

事情等によって異なってくるものである。 

したがって、「多額の借財」に該当するか否かを判断するに当たり、一律の基準を設ける

ことは適当ではなく、当該判断は、当該借財の額、当該借財が組合事業に係る財産及び経常

利益等に占める割合、当該借財の目的並びにその組合事業における従来の取扱いの状況等を

総合的に勘案して行うことになる(措通 41 の 4の 2－3)。 

 

（参考） 東京地裁平成 9年 3月 17 日判決 

「商法二六〇条二項二号に規定する多額の借財に該当するか否かについては、当該借財の

額、その会社の総資産及び経常利益等に占める割合、当該借財の目的及び会社における従来

の取扱い等の事情を総合的に考慮して判断されるべきである。」 

 

【参考法令等】 

措法 41 の 4の 2①、措令 26の 6 の 2②、措通 41 の 4 の 2－3 
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   ④ 引き続き重要業務のすべての執行の決定に関与する場合 

問 17 任意組合等の非特定組合員から地位の承継をして当該組合の組合員となった個人が、

当該地位の承継をした年の12月 31日までに当該組合の重要業務の執行の決定及び重要

執行部分を自ら執行する機会がなかった場合は、当該組合事業から生じた不動産所得の

損失につき措法第 41条の 4の 2①の適用はあるか。 

答 

措令第 26 条の 6の 2第 2項は、特定組合員に該当するか否かについて、その年の 12 月 31

日(当該個人がその年の中途において死亡し、又は当該組合契約による組合(これに類するも

のを含む。以下同じ。)から脱退した場合には、その死亡又は脱退の日とし、当該組合がその

年の中途において解散した場合には、その解散の日とされる。)において、当該個人が当該組

合契約を締結した日以後引き続き組合事業に係る重要業務のすべての執行の決定に関与し、

かつ、当該重要業務のうち契約を締結するための交渉その他の重要な部分のすべてを自ら執

行しているか否かにより判定する旨規定している。 

 当該規定(措令 26 の 6 の 2②)は、措法第 41 条の 4 の 2第 1 項の適用対象外となる非特定

組合員の該当要件として、重要業務の執行の決定とその重要部分の執行に継続的に参加する

ことを求めるものである。 

したがって、既に行われた重要業務の執行の決定(新たにその組合契約に係る組合員となっ

た者及びその組合契約に係る組合員たる地位の承継をしてその組合契約に係る組合員となっ

た者については、これらの組合員となった後に行われたものに限る。)に一度でも関与しなか

った場合又はその重要業務のうち重要執行部分を一度でも自ら執行しなかった場合は、非特

定組合員には該当しないこととなる。 

また、組合員となった以後に重要業務の執行の決定及び重要執行部分を自ら執行する機会

がない場合についても、その機会があるまでの間は非特定組合員に該当しないこととなる。 

なお、本問の場合は、組合員となった時からその年の 12 月 31 日までに重要業務の執行の

決定及び重要執行部分を自ら執行する機会がなく、いまだ重要業務の執行の決定及び重要執

行部分を自ら執行していないことから、当該組合員は特定組合員となる(措通 41 の 4 の 2－

4)ため、当該組合事業から生じた不動産所得の損失については措法第 41条の 4の 2第 1項の

適用がある。 

 

【参考法令等】 

措法 41 の 4の 2、措令 26 の 6 の 2②、措通 41の 4の 2－4 
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問 18 任意組合等に係る組合契約の締結や変更、当該組合の解散といった行為は、措令第

26 条の 6の 2第 2項に規定する「重要業務」に含まれるか。 

答 

 措令第 26条の 6の 2第 2項に規定する「重要業務」とは、組合事業の存在を前提とした概

念である。 

したがって、任意組合等に係る組合契約の締結や変更、当該組合の解散など組合契約の基

礎自体に関する行為は、同項に規定する「重要業務」には当たらない。 

なお、措令第 26 条の 6の 2第 2項に規定する業務の執行は、組合として意思決定された方

針を具体的に実行、実現に移すための役務の提供行為を指すものであり、意思決定前に方針

案を立案し、これを提供することや意思決定の過程に参画すること自体は、同項の業務の執

行に該当しない。 

     

【参考法令等】 

 措令 26 の 6 の 2② 
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  ⑤ 組合事業から生じた不動産所得について、措法第 41 条の 4の 2の適用がある場合の土地等

に係る負債の利子の額の計算 

問 19 任意組合等の組合事業から生ずる不動産所得について、土地等を取得するために要し

た負債の利子の額がある場合の不動産所得の計算方法はどのようになるか。 

   設例   組合事業から生ずる不動産所得の総収入金額   10,000,000 円 

                       必要経費   12,000,000 円 

(うち、土地等を取得するために要した負債の利子の額 3,000,000 円) 

     組合事業以外から生ずる不動産所得の総収入金額   10,000,000 円 

                       必要経費   15,000,000 円 

     なお、本設例における組合員は、特定組合員に該当する個人とする。 

答 

  １ 特定組合員に該当する個人が組合事業から生ずる不動産所得を有する場合において、そ

の年分の不動産所得の金額の計算上、「当該組合事業による不動産所得の損失の金額」があ

るときは、当該損失の金額に相当する金額は、所法第 26 条第 2項及び第 69 条第 1項その

他の所得税に関する法令の規定の適用については生じなかったものとみなされる(措法 41

の 4 の 2①)。 

この「当該組合事業による不動産所得の損失の金額」は、各組合契約に係る組合事業ご

とに計算することになるから（措通 41 の 4 の 2－１）、組合事業による不動産所得の損失

の金額の他ほかに別の組合事業による不動産所得の利益の金額又はこれらの組合事業以外

の不動産所得の金額があった場合であっても、「当該組合事業による不動産所得の損失の金

額」は、他の黒字の不動産所得の金額から控除することはできない。 

※ 「当該組合事業による不動産所得の損失の金額」とは、特定組合員のその年分におけ

る組合事業から生ずる不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額の合計額が当該組

合事業から生ずる不動産所得に係る必要経費に算入すべき金額の合計額に満たない場合

におけるその満たない部分の金額に相当する金額をいう(措令 26 の 6 の 2④)。 

また、不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額がある場合は、総所得金額、退職所

得金額又は山林所得金額の計算上、一定の順序により、これを他の各種所得の金額から控

除することとされている(所法 69）。 

更に、この場合において、不動産所得の金額の計算上必要経費に算入した金額のうちに、

不動産所得を生ずべき業務の用に供する土地等を取得するために要した負債の利子の額が

あるときは、当該損失の金額のうち一定の金額については損益通算の規定の適用上生じな
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かったものとみなされる(措法 41 の 4、措令 26の 6)。 

措法第41条の4の2の適用がある場合の当該組合事業から生ずる不動産所得の金額の計

算上必要経費に算入した土地等を取得するために要した負債の利子の額は、当該組合事業

の用に供する土地等を取得するために要した負債の利子の額のうち、同条第 1項の規定の

適用により所法第 26条第 2項及び第 69条第 1項の規定その他の所得税に関する法令の規

定の適用について生じなかったものとみなされる金額を超える部分に相当する金額とされ

る（措通 41の 4－4）。 

 

２ 設例の場合の不動産所得の計算方法は次のとおりである。 

【組合事業から生ずる不動産所得の金額】 

 ① 10,000,000 円 － 12,000,000 円 ＝ △2,000,000 円 

   （総収入金額）   （必要経費）  

    

    

② 組合事業から生ずる不動産所得の金額は０。 

 なお、当該不動産所得の金額の計算上必要経費に算入した金額の中に、不動産所得を

生ずべき業務の用に供する土地等を取得するために要した負債の利子が 1,000,000 円

(下図☆)含まれることになる(措通 41の 4－4)。 

 

 

 

 

 

 

 

【組合事業以外から生ずる不動産所得の金額】 

③ 10,000,000 円 － 15,000,000 円 ＝ △5,000,000 円 

       （総収入金額）   （必要経費） 

      【不動産所得内の通算】 

④ 0  ＋ △5,000,000 円 ＝ △5,000,000 円 

      （②）     （ ③ ）     (不動産所得の金額) 

 2,000,000 円 

☆1,000,000 円 

総収入金額 

10,000,000 円 
その他の必要経費  

9,000,000 円 

当該損失は所法 26②の適用について生じなかったものとみなされる(措法 41 の４の２)  

土地等を取得するた

めに要した負債の利

子の額(3,000,000円)

①の生じなかっとみなされる金額 
(措法 41 の 4 の 2) 

不動産所得の金額は０。 
なお、上記不動産所得の金額の計算上
必要経費に算入した金額の中に、不動

産所得を生ずべき業務の用に供する土

地等を取得するために要した負債の利
子が 1,000,000 円(☆)含まれる。 
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【損益通算】 

   ⑤ 不動産所得の金額(△5,000,000 円)の計算上必要経費に算入した金額の中には、土地

等の負債の利子の額 1,000,000 円(上図☆)が含まれるから、損益通算において、④の損

失の金額(△5,000,000 円)のうち当該負債の利子の額に相当する金額(1,000,000 円)は

生じなかったものとみなされ、△4,000,000 円が損益通算の対象となる(措法 41 の 4、

措令 26 の 6)。 

 

【参考法令等】 

    所法 26②、69①、措法 41 の 4、41 の 4 の 2①、措令 26 の 6、26 の 6 の 2④、措通 41 の 4

－4、 
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⑥ その他 

問 20 組合契約(措法第 41 条の 4 の 2第 2 項第 1号に規定する組合契約をいう。)に基づく

組合事業から生ずる不動産所得を有する個人が確定申告書を提出する場合には、財務省

令に定めるところにより、当該組合事業から生ずる不動産所得の金額の計算に関する明

細書を確定申告書に添付することとされているが、当該明細書の記載方法はどのように

なるか。 

設例 

 ・特定組合員に該当 

・組合の計算期間      平成 18年４月１日～平成 19 年３月 31日 

・組合事業から生ずる不動産所得 

               総収入金額：5,000,000 円、必要経費：7,500,000 円 

答 

 設例の場合の組合契約に基づく組合事業から生ずる不動産所得に係る内訳等の「青色申告

決算書」(又は「収支内訳書」)への記載方法は次のとおりである。 

なお、この場合には、「青色申告決算書」(又は「収支内訳書」)の表題の上部に組合の名

称及び特定組合員、非特定組合員の別を「(組合○○○)(特定組合員）」等と記載する。 

○ 「組合事業に係る青色申告決算書」の記載例 

    【組合の計算期間を 4ページに記載】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考法令等】 

措法 41 の 4の 2、措令 26 の 6 の 2⑥、措規 18の 24、措通 41 の 4 の 2－1 

 

措法 41の 4の 2 
適用後の金額を
記載する 

 




